
（平成２２年６月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 22 件

国民年金関係 13 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 40 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 21 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 2519 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年 10 月から同年 12 月までの期間及

び 61 年４月から同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年４月から 60 年３月まで 

             ② 昭和 60 年 10 月から同年 12 月まで 

             ③ 昭和 61 年４月から同年９月まで 

    私は、義父から国民年金の加入は国民の義務だと言われ、妻が昭和 62

年２月ごろＡ区役所で国民年金の加入手続を行った。加入前の未納分を

一括払いすることは無理であったので、３か月に１回、月々の支払いに

加算して過年度納付した。納付したのに、未納とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の任意加入者の資格取得日から

昭和 62 年３月ごろ払い出されたものと推認され、同時期において申立期間

②及び申立期間③のうち、61 年４月から同年６月までの期間は、国民年金

保険料の納付が可能である上、その前後の期間はいずれも過年度で納付済

みであることからも、当該期間の保険料についても、過年度納付したと考

えるのが自然である。 

   また、申立期間③のうち、昭和 61 年７月から同年９月までの保険料につ

いては、申立人の所持する領収証書によると、納期限の記載に誤りが認め

られるものの、申立人はその記載どおりの納期限内に過年度納付したこと

が確認できることから、行政側の不適正な事務手続が認められ、当該期間

が未納となった責任を申立人が負うべきものとは認められない。 

   一方、申立人は、昭和 62 年２月ごろ国民年金に加入し、加入前の未納分

を分割して納付したと申述しているが、手帳記号番号が払い出された同年



３月においては、申立期間①のうち 59 年 12 月以前の期間は時効により納

付できないことから、申立期間①の保険料を納付していたとは考え難く、

国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人

に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 60 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 61 年４月から同年９月まで

の期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2520 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11 年３月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年３月 

    私は、平成 11 年３月末日に事業所を退職した際に､同年３月の１か月

は国民年金に加入しなければならないことを承知しており、催告書が送

られて来たのでＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、１か月分の国民

年金保険料を納付した。その後転居した区役所で国民年金の加入手続を

行ったときに職員から過去の資格を確認してもらい、年金手帳に資格の

変遷
へんせん

を記載してもらったことは明確に記憶している。申立期間について

未加入､未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について国民年金の切替手続及び国民年金保険料の

納付は当時居住していたＡ市で行い、転入先の区役所で国民年金の資格記

録を確認し、年金手帳に記載してもらったと主張するところ、申立人の所

持する年金手帳の「国民年金の記録」欄には申立期間について「平成 11

年３月 31 日 １号」と記載されており、申立期間において国民年金の強制

加入者であることが確認できる。 

   また、申立人の所持する年金手帳には申立期間以降の変更記録も記載さ

れており、平成 15 年 10 月に国民年金への加入変更手続を行ったとする記

載は、申立人の申述内容と一致する上、申立期間は１か月と短期間である。 

   さらに、オンライン記録には申立期間に係る国民年金の資格取得及び喪

失記録は無く、申立人の所持する年金手帳の資格記録と相違する上、同年

金手帳には申立人が加入していたＢ共済組合の加入期間が国民年金の強制

加入期間と誤って記載されているなど行政側の記録管理が正しく行われて

いなかったことがうかがわれる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2521 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年４月から同年６月までの期間及び 59 年４月から同年

６月までの期間の国民年金保険料については、付加保険料を含めて納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 59 年４月から同年６月まで 

    昭和 53 年１月ごろ、結婚を契機に夫がＡ市役所で夫婦二人の国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料は付加保険料を含め加入時点から夫

婦二人分を一緒に夫の銀行口座からの振替で納付していた。保険料の口

座振替を停止したことはなく、預金残高が不足になった覚えも無いのに

申立期間①及び②の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫が昭和 53 年１月ごろ、市役所で夫婦二人の国民年

金の加入手続を行ったと申述しているところ、夫婦の国民年金手帳記号番

号は連番で払い出されていることが確認できる。 

   また、申立期間①及び②はそれぞれ３か月と短期間であり、前後の国民

年金保険料は納付済みとなっている上、国民年金に加入した昭和 53 年１月

以降の保険料は、申立期間を除き付加保険料を含めてすべて納付済みとな

っている。 

   さらに、申立人の所持する昭和 59 年分の「給与所得者の保険料控除申告

書」によると、夫婦二人分の国民年金定額保険料及び付加保険料として 15

万 6,540 円が控除申告されていることが確認できることから、申立人が申

立期間①及び②の定額保険料及び付加保険料を納付していたと考えるのが

自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められ

る。



千葉国民年金 事案 2522 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年 12月から 49年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 12 月から 49 年３月まで 

    私は、申立期間当時学生であったが、亡くなった父が「お前の分も国

民年金に入っているから心配しなくても良い。」と言っていたことを覚え

ている。両親共に自身の国民年金保険料は納付していたはずであり、私

の分も納付してくれていたと思う。申立期間について未納とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の前後の任意加入者の資格取

得年月日から昭和 49 年７月ごろに払い出されたと推認でき、払出時点にお

いて、申立期間は国民年金保険料を過年度納付することが可能な期間であ

る。 

   また、申立期間以降、平成 10 年２月に厚生年金保険に加入するまでの長

期間にわたり保険料の未納は無く、申立期間は 16 か月と比較的短期間であ

る上、申立期間において申立人の保険料を納付したとする申立人の両親は

それぞれ 60 歳までの保険料を完納しており、家族共に保険料の納付意識の

高さがうかがえ、申立人の父が申立人の申立期間の保険料を納付していた

と考えても特段不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2523 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和45年７月から50年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年７月から 50 年１月まで 

    私の国民年金は、20 歳になった昭和 45 年＊月から 50 年１月まで未加

入となっているが、私が 20 歳になったときに父が国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料はきちんと納付していたはずである。私は当時、

事業所を営んでおり、申立期間においては厚生年金保険にも加入してお

らず、国民年金の加入者で国民年金手帳の 46 年度の欄には領収印があり、

47 年度の領収書もあるのに未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号については、国民年金手帳記号番号払出

簿により社会保険事務所（当時）から昭和 45 年 10 月８日にＡ町（現在は、

Ｂ市）に払い出されており、申立人が 20 歳に到達した年度に加入手続が行

われたことが推認できる。 

   また、特殊台帳では申立期間の国民年金保険料は納付済みとなっており、

昭和 50 年２月＊日の婚姻により資格取得年月日及び保険料納付済期間を

訂正している記載があるが、申立人からの聴取において、申立人は申立期

間当時から事業所を経営し、国民年金以外の公的年金制度には加入してお

らず、申立期間においては強制加入の期間であり､国民年金の資格取得年月

日及び保険料納付済期間を訂正する理由は無い。 

   さらに、申立期間における申立人の納付済みの保険料は特殊台帳に還付

の記録は無く、申立人の国民年金手帳の資格記録欄及びＢ市が保管する申

立人の国民年金被保険者名簿においても最初の資格取得年月日である昭和

45 年７月３日に強制加入を訂正した記録は無く、強制加入者であったこと

が確認でき、申立期間の保険料も納付済みとされ、還付記録も無いことか

ら行政側の記録管理が適正に行われていなかったことが認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2524 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年４月から２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月から２年３月まで 

    平成元年４月から２年３月までの国民年金保険料は、元妻が納付して

いたはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付しており、国民

年金の加入当初の昭和 61 年度及び申立期間を除き、すべて現年度分を一括

納付又は前納制度を利用して保険料を納付していることから、保険料の納

付意識が高かったことがうかがえる上、申立期間は 12 か月と短期間である。 

   また、申立人が提出した昭和 61 年から平成２年までの確定申告書（控）

では、申立期間当時、申立人は経済的にも安定していたと考えられ、基本

的に申立人が申立期間当時、納付した国民年金保険料を計上していたと推

認できる上、申立期間に係る元年分の確定申告書（控）には、申立期間に

納付すべきであった国民年金保険料９万 6,000 円の記載があることから、

申立期間の保険料は納付していたと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2525 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 15 年４月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年４月 

    私は、平成 14 年３月に専門学校を卒業し、同年４月からＡ事業所で働

いていた。Ｂ社に入社する 17 年５月までの国民年金保険料はすべて納付

していたはずであり、「15 年分給与所得者の保険料控除申告書兼給与所

得者の配偶者特別控除申請書」にも保険料１年分を納付した記載があり、

申立期間が未納とされていることについて調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料をその前後の期間と同じく納付し

ていたと主張しているところ、申立人が申立期間に勤務していたＡ事業所

（現在は、Ｃ事業所）が保管している、申立人に係る「平成 15 年分給与所

得者の保険料控除申告書兼給与所得者特別控除申告書」には、15 年分の社

会保険料控除欄に申立期間を含む同年１月から同年 12 月までの１年分の

保険料に相当する額が記載されていることが確認できる。 

   また、申立期間は１か月と短期間であり、前後の期間の保険料は納付済

みである。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2526 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年 12月から 52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年 12 月から 52 年３月まで 

    私は、昭和 50 年 12 月に会社を退職し、時期は覚えていないが、父が

国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。Ａ

社会保険事務所（当時）で記録を確認したところ、52 年４月から 53 年

12 月までの記録が納付済みに訂正された。申立期間についても、保険料

を納付していたと思うので、記録を確認して欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の任意加入被保険者の資格

取得日から、昭和 52 年４月ごろに払い出されたことが推認でき、その時点

で、申立期間は現年度納付及び過年度納付が可能である。 

   また、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行った

とする申立人の父は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から 60 歳ま

での保険料を完納しており、申立人の母も、国民年金の加入可能期間の保

険料をすべて納付していることから、納付意識の高さが認められる。 

   さらに、申立期間は 16 か月と比較的短期間であり、申立人は、申立期間

を除き国民年金の加入期間の保険料をすべて納付していることから、申立

期間についても納付していたものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年４月の国民年金保険料については

重復して納付していたものと認められ、同年５月から 63 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年７月から 61 年６月まで 

             ② 昭和 62 年４月から 63 年３月まで 

    私は、厚生年金保険に加入していない会社に勤務していたので、同社

が厚生年金保険の適用事業所になるまでの期間、Ａ市役所で国民年金の

加入手続をし、国民年金保険料を納付していた。時期は定かでないが、

20 万円くらいをまとめて納付した記憶がある。昭和 62 年４月は、63 年

12 月分の保険料が充当された記録となっているが、この期間を含めて一

括納付したはずであるので、申立期間が未納及び未納充当とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の被保

険者の納付記録により、昭和 63 年７月ごろに払い出されたことが確認でき、

その時点で、過年度納付が可能である。 

   また、オンライン記録により、申立期間②直前の昭和 61 年７月から 62

年３月までの期間を 63 年 10 月５日に過年度納付していることが確認でき

ることから、12 か月と短期間である申立期間②についても過年度納付した

ものと考えるのが自然である。 

   なお、申立期間のうち、昭和 62 年４月の保険料については、無資格期間

納付とされた 63 年 12 月の保険料が充当された期間と記録されていること

から、62 年４月の保険料は重複して納付されているものと認められる。 

   一方、申立期間①については、申立人が過年度納付を行った昭和 63 年



10 月の時点では、時効により保険料を納付することはできない。 

   また、オンライン記録による氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムによる縦覧調査の結果、申立期間①の保険料を納付する前提

となる別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

   さらに、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付したことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

充当期間とされている昭和 62 年４月の国民年金保険料を重復して納付し

たものと認められ、同年５月から 63 年３月までの国民年金保険料について

は納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から同年 12 月まで 

    私は、自営業を始めて国民年金に加入して以降、夫婦二人分の国民年

金保険料をずっと納付してきたはずであるのに、私のみ平成３年４月か

ら同年 12 月の９か月分が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年９月に国民年金の被保険者資格を取得して以降、申

立期間を除き、すべての国民年金保険料を納付している。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 48 年３月ごろに夫婦連番

で払い出されたことが推認できるところ、申立人及びその妻は、共に 44

年９月から 47 年３月までの期間について第３回特例納付を利用して特例

納付し、60年８月から 61年３月までの免除期間についても追納するなど、

納付意識の高さが認められる。 

   さらに、申立期間は９か月と短期間である上、申立人の妻は申立期間の

保険料を納付済みであることから、申立人も申立期間の保険料は納付した

ものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年 10月から 51年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年 10 月から 51 年３月まで 

    私が、結婚前まで居住していたＡ県Ｂ市では、国民年金手帳の資格記

録が昭和 50 年 10 月 25 日任意加入と記載されていたが、結婚して６か月

後の 51 年４月にＣ市へ転居した後に、同年４月１日任意加入に訂正され

た。 

    当該期間は、Ｂ市に居たときに既に国民年金保険料を納付しており、

Ｃ市が加入期間を訂正していることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳には、申立期間の国民年金保険料である、昭和 50

年 10 月から同年 12 月までの保険料を同年 10 月 31 日に、51 年１月から同

年３月までの保険料を同年１月 31 日にＢ市で納付し検認印が押されてい

ることが確認できるところ、社会保険事務所（当時）は、当該期間につい

ては未加入期間であるとして、平成 21 年 12 月 21 日に国民年金過誤納額還

付充当通知書により還付する通知を行っている。 

   しかしながら、保険料納付後長期間経過していることから、申立人は還

付金を受領していないこと、及び当該保険料が長期間国庫歳入金として取

り扱われていたことを踏まえると、保険料の納付を認めないことは信義則

に反すると判断される。 

   また、Ｃ市Ｄ課では、申立人の国民年金手帳の記載で申立期間の保険料

が納付されていることを承知しながら、資格取得時期を昭和 50 年 10 月 25

日から 51 年４月１日任意加入に訂正したことについては、資料が無く訂正

した理由は不明としているところ、本来、訂正の必要は無いことから行政

側の事務処理に不手際があったと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年３月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年５月から同年７月まで 

             ② 平成６年３月 

    私は、転職のため会社を辞めアルバイトをしていた昭和 59 年５月ごろ

に、妻が国民年金の加入手続をして、そのときに年金手帳をもらってい

る。 

    国民年金保険料の納付、その後の厚生年金保険から国民年金への切替

えは妻がきちんと行っていたはずであるのに、保険料が未納とされてい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間②について、申立人の妻が国民年金保険料を納付し

ていたと主張しているところ、その妻の納付記録は、納付済みとなってい

る上、申立期間②は１か月と短期間であることから、申立期間②の保険料

を納付していたと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間①については、申立人は、妻が昭和 59 年５月ごろにＡ市

で国民年金の加入手続をしたと申述しているが、申立人が所持する年金手

帳に記載されている国民年金手帳記号番号は、62 年３月ごろに社会保険事

務所（当時）からＢ市に払い出された番号の一つであり、同時期に加入手

続を行ったことが推認されることから、59 年５月ごろＡ市において加入手

続を行ったとする申立内容と符合しない上、申立人に別の手帳記号番号が

払い出された事情はうかがえない。 

   また、申立人が所持する年金手帳に記載された初めて被保険者となった

日は、昭和 62 年５月 20 日とされており、申立期間①に係る加入手続を行



った形跡は見当たらないことから、申立期間①は国民年金に未加入の期間

であり、保険料を納付できない期間である。 

   さらに、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成６年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2531 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 10 月から 47 年３月までの期間及び同年 10 月から同

年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

られることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年 10 月から 47 年３月まで 

             ② 昭和 47 年 10 月から同年 12 月まで 

    私が伯母の家に住み込みで働いていたとき、伯母が国民年金の加入手

続をして、国民年金保険料の納付もしてくれていたはずであり、申立期

間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する国民年金保険料領収証書により、申立期間前後の昭和

45 年７月から同年９月までの期間、47 年４月から同年９月までの期間及び

48 年１月から 49 年９月までの期間については、平成 21 年５月 11 日付け

で、納付記録が追加修正されていることが確認でき、本来、納付済期間と

するところ、これまで未納期間として記録されていたことから、行政側の

記録管理が適正に行われていなかったことが認められる。 

   また、申立人は、住み込みで働いていたときの雇主である伯母が国民年

金の加入手続及び保険料の納付をしてくれたと述べているところ、伯母夫

婦は、国民年金制度発足時から 60 歳までの保険料を完納しており、納付意

識の高さがうかがえることから、申立人の申立期間に係る保険料について

も納付していたと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉厚生年金 事案 2061 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 51 年３月１日であると認めら

れることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 50 年６月から同年

11 月までは 11 万 8,000 円、同年 12 月は 12 万 6,000 円、51 年１月及び同

年２月は 11 万 8,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 50 年６月 30 日から 51 年３月１日まで 

    私は、昭和 48 年１月４日から 51 年２月末日までＢ区Ｃに所在したＡ

社に勤務しており、厚生年金保険料が給与から控除されていた。50 年６

月分から 51 年２月分までの給料支払明細書を提出するので、申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した昭和 50 年６月分から 51 年２月分までの給与支払明細

書の写し及び雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてＡ

社に継続して勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

   また、Ａ社は、昭和 50 年 12 月１日に事業廃止を理由に厚生年金保険の

適用事業所ではなくなっているところ、当該事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿により、51 年５月 28 日付けで、50 年６月 30 日にさか

のぼって申立人の被保険者資格が喪失されたことが確認できる上、申立人

と同様に遡及
そきゅう

処理されている者が、申立人のほかに 18 人存在しており、か

つ、当該事業所で経理事務を担当していた者の証言によると、当該事業所

は、申立期間においても適用事業所としての要件を満たしていたと認めら

れることから、全喪処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の被保険者資格を昭和 50 年６月



30 日にさかのぼって喪失処理を行う合理的な理由は無く、当該資格喪失処

理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失

日は、雇用保険の記録により、離職日の翌日である 51 年３月１日であると

認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給与

支払明細書から、50 年６月から同年 11 月までは 11 万 8,000 円、同年 12

月は 12 万 6,000 円、51 年１月及び同年２月は 11 万 8,000 円とすることが

妥当である。



千葉厚生年金 事案 2062 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ法人Ｂ事業所に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得

日が平成５年９月１日、資格喪失日が９年５月１日とされ、当該期間のう

ち、同年４月１日から同年５月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない

期間と記録されているが、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていることが認められることから、当該記録を取

り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の当該事業所における資格喪失日に係る記録を同年５月

１日とし、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月１日から同年５月１日まで 

    私は、申立期間において勤務場所の異動はあったが、同じ事業所で継

続して勤務していたため、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落してい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録により、申立人のＡ法人Ｂ事業所における資格喪失日は、

当初、平成９年４月 30 日と記録されているところ、これを同年５月１日と

する訂正の届出が、22 年３月９日付けで事業主からＣ年金事務所に提出さ

れていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、

９年４月１日から同年５月１日までの期間は年金額の計算の基礎となる被

保険者期間とならない期間と記録されている。 

   しかし、事業主から提出された申立人の給与台帳及び意見書により、申

立人はＡ法人に継続して勤務し、平成９年５月１日にＢ事業所からＤ事業

所に異動し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除



されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所が提出した申立

人の給与台帳における平成９年５月の保険料控除額から、22 万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は申立人に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日を誤って届け出たことを認めていることから、事業主が平成９年４月 30

日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所（当時）は申立人

に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 2063 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年３月 10 日から同年５月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記

録を同年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 150 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   また、申立人のＡ社Ｃ工場における資格取得日は昭和 20 年５月１日、資

格喪失日は同年９月１日、同社Ｂ工場における資格取得日は同年９月１日

と認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得

日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額は、昭和 20 年５月から 21 年３月までは

200 円、同年４月から同年 10 月までは 480 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 36 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年３月 10 日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 20 年５月１日から同年９月１日まで 

             ③ 昭和 20 年９月１日から 21 年 11 月１日まで 

    私の夫は、Ａ社人事部発行の在籍証明書にもあるとおり、大正 14 年８

月１日から昭和 33 年 11 月 30 日まで同社に在籍していたが、20 年３月

10日から 21年 11月１日までの期間の厚生年金保険の加入記録が欠落し

ているので、調査の上、記録を回復してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、Ａ社が申立人の妻に交付した在籍証明書及び同社から提出

された申立人に係る人事記録の写しにより、大正 14 年８月１日から昭和

33年 11月 30日まで継続して同社及びその関連工場に勤務していたこと

が確認できる。 



 

  ２ 申立期間①については、Ａ社Ｂ工場の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において、申立人と同じページに記載されている被保険者 20 人のう

ち、申立人を含む 19 人が昭和 20 年３月 10 日に資格を喪失しており、申

立人の息子の供述からも同日にＢ工場が焼失し、実質的に勤務できない

状況にあったものと推認されるが、事業主との雇用関係が継続している

以上、給与が支払われ、厚生年金保険料が控除されていたものと考える

のが妥当である。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和 20 年２月の申立人

のＡ社Ｂ工場における社会保険事務所（当時）の記録から、150 円とす

ることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ａ社は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務

所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ３ 申立期間②については、Ａ社Ｃ工場の被保険者名簿において、申立人

に係る昭和 20 年５月１日資格取得、同年９月１日資格喪失という記録が

確認できる。 

    また、申立期間③については、Ａ社Ｂ工場の被保険者名簿において、

申立人は、昭和 21 年 11 月１日に被保険者資格を再取得しているが、当

該被保険者名簿において、申立人の前後で被保険者が資格取得日順に記

載されていないこと、申立人の資格取得日以前の標準報酬月額の改定が

記載されていること、及び申立人の氏名が誤って記載されていることが

確認でき、社会保険事務所の記録管理に不備が認められる。 

    これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人のＡ社Ｃ工場におけ

る資格取得日を昭和 20 年５月１日、資格喪失日を同年９月１日、同社Ｂ

工場における資格取得日を同年９月１日とする旨の届出を社会保険事務

所に行ったことが認められる。 

    なお、当該期間の標準報酬月額については、申立期間②については、

Ａ社Ｃ工場の被保険者名簿の記載から 200 円、申立期間③については、

同社Ｂ工場における昭和 21 年 11 月の社会保険事務所の記録から、20 年

９月から 21 年３月までは 200 円、同年４月から同年 10 月までは 480 円

とすることが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2064 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立人の厚生年金保険被

保険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 40 年３月 15 日）及

び資格取得日（同年 11 月 17 日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を

２万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 15 日から同年 11 月 17 日まで 

    平成 21 年６月に社会保険庁（当時）から、厚生年金保険被保険者記録

を受け取った。それを見ると、私の夫がＡ社に勤務していた申立期間の

約８か月が欠落していることが分かった。 

    しかし、私の夫はこの期間も継続して勤務していたので、欠落してい

ることは納得できない。 
   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、健康保険厚生年金保険被保険者原票により、Ａ社において昭

和 40 年２月 18 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年３月 15

日に資格を喪失後、同年 11 月 17 日に同社において再度資格を取得してお

り、40 年３月から同年 10 月までの申立期間において被険者期間は無い。 

   しかし、申立人は、Ａ社の当時の事業主による証言及び当該事業所にお

いて申立期間に被保険者記録を有する元同僚の証言から判断すると、申立

期間に当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   また、当時の事業主は、「申立人だけが、約８か月間厚生年金保険被保険

者記録が欠落することは考えられない。申立人は正社員で、Ｂ（作業）担



当であり、申立人がいないと作業ができなかった。」と証言している上、元

同僚は、｢申立人はＢ（作業）やＣ（職種）担当であった。｣と供述してお

り、申立人の職種の変更があった旨の証言は無い。 

   さらに、オンライン記録によると、当該事業所において、申立人以外の

者は、いずれも申立期間において厚生年金保険の記録が継続している。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において当該事業所に継続して勤務し、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 40 年２月の申立人のＡ

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、２万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていな

いにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録することは考え

難いことから、事業主がオンライン記録どおりの資格の喪失及び取得の届

出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 40 年３

月から同年 10 月までの保険料の納入の告知を行っておらず、（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 2065 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店

営業所における資格取得日を昭和 29 年６月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を１万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年６月 1 日から同年７月 21 日まで 

    私の夫は、厚生労働省の記録では、Ａ社本社からＣ支店営業所に転勤

した時期の厚生年金保険が未加入とされている。夫は昭和 29 年４月に入

社してから 62 年に退職するまで継続して勤務していたので、厚生年金保

険の加入記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社発行の経歴表、退職証明書及び元同僚の証言から判断すると、申立

人はＡ社に継続して勤務し（昭和 29 年６月１日に同社本社から同社Ｃ支店

営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 29 年５月の申立人のＡ

社に係る社会保険事務所（当時）の記録から、１万 2,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、事務手続の誤りにより、厚生年金保険被保険者期間

に欠落が発生したことを認めていることから、申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 2066 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が主張する昭和 51 年１月１日に厚生年金保険被保険者

資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったことが

認められることから、申立人の被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

   なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 50 年１月から同年

８月までは６万 8,000 円、同年９月から同年 12 月までは９万 8,000 円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年１月 1 日から 51 年１月１日まで 

    私は、昭和 49 年にＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）に入社し、当初より

同事業所Ｃ支店で勤務していたが、勤務期間の途中から厚生年金保険被

保険者の記録が無くなっている。私の記録が１年間も無いことは納得で

きないので、調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ事業所から提出された「履歴簿」及び元同僚の

証言により、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務していたことは確

認できる。 

   また、当該事業所の申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票におい

て、申立人の資格喪失日は昭和 50 年１月１日と記載されているが、その８

か月後の同年９月１日に標準報酬月額を改定している記録が確認でき、当

該記録は削除されていない上、同原票の「厚生年金保険進達記録」欄によ

り、進達処理が 51 年１月に行われていることが確認できることから、申立

人が 50 年１月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失する旨の届出を事

業主が行ったとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は申立人が主張する昭和 51 年１月

１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所



（当時）に対して行ったと認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、昭和 50 年１月から同年８月

までは６万 8,000 円、同年９月から同年 12 月までは９万 8,000 円とするこ

とが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2067 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 41 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月１日から 42年４月１日まで  

    私は、昭和 41 年９月１日に、Ａ社に幹部候補として入社し、３か月の

試用期間後、本採用になり、その後、42 年４月から本社で研修を受け、

平成 15 年２月 22 日まで継続して勤務したが、昭和 41 年 12 月１日から

42 年４月１日までの期間については、厚生年金保険被保険者期間とは認

められないと社会保険事務所（当時）から回答を受けた。納得できない

ので再調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された職務履歴、在籍期間証明書及びＣ健康保険組合から

提出された適用台帳から判断すると、申立人が申立期間に当該事業所で継

続して勤務していたことが認められる。 

   また、当該事業所は、申立人が昭和 41 年 12 月１日から内勤職員として

在籍していると回答している上、申立人の厚生年金保険の資格取得日が

「1966 年 12 月１日」、健康保険組合の資格取得日が「1966 年 12 月１日」

となっているコンピュータシステムの職務履歴の写しを提出しており、申

立人が主張する資格取得日と一致する。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 



   また、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所において申立人

と同期であるＤ（施設）採用の元同僚の社会保険事務所の記録から、２万

円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。



千葉厚生年金 事案 2068 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が平成５

年７月 30 日、資格喪失日が７年 11 月 1 日とされ、５年７月 30 日から同年

８月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の

計算の基礎となる被保険者期間とならない期間とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料をＢ社の事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、Ａ社に係る資格取

得日を同年７月 30 日から同年８月１日に訂正し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人のＢ社における

資格喪失日を同年７月 30 日から同年８月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 38 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年７月 30 日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 59 年６月 26 日にＡ社へ入社して以降、グループ会社間で

の異動はしたが一度も辞めたことはなく、継続して勤務していた。平成

５年７月分の給与支給明細書にも、厚生年金保険料の控除が記載されて

いるので、申立期間が厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間当時のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、事業

主からの訂正の届出により、資格取得日が平成５年７月 30 日、資格喪失日

が７年 11 月１日とされ、当該期間のうち、５年７月 30 日から同年８月１

日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の

基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されている。 

   しかしながら、雇用保険の記録、申立人が所持する給与支給明細書、同



僚の証言により、申立人はＢ社からグループ会社であるＣ社に出向し５年

７月 31 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが確認できる。 

   また、申立期間に係る給与支給明細書に記載された社名はＣ社となって

いるが、申立人は、｢昭和 59 年６月にＡ社に入社し、仕事の都合でグルー

プ会社であるＢ社に異動した。申立期間当時、同社から出向し、グループ

会社であるＣ社の事業に従事していた。｣と供述しており、厚生年金保険に

ついては、出向元であるＢ社で加入していたことが確認できる。 

   さらに、申立期間当時、Ｂ社、Ｃ社及びＡ社は登記簿謄本によると、同

一事業主であったことが確認でき、申立期間に係る資格記録の訂正は、本

来、厚生年金保険に加入していたＢ社が申立人の資格訂正届を提出すると

ころ、事業所名をＡ社と誤って提出したものと推認できる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＣ社に係る給与支

給明細書の保険料控除額及び平成５年６月の社会保険事務所（当時）の記

録から 38 万円とすることが妥当である。 

   なお、Ｂ社の事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、当時の事業主とは連絡が取れないため、事情を聴取する

ことができず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、Ｂ

社の事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認めらない。



千葉厚生年金 事案 2069 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ

支店における資格取得日に係る記録を昭和 33 年３月 21 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年３月 21 日から同年４月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 29 年４月に入社して以降、48 年７月まで一度も辞

めることなく継続して勤務していた。 

    しかし、私が同社Ｄ本社から同社Ｃ支店に転勤した 33 年３月 21 日か

ら同年４月１日までが厚生年金保険の未加入期間となっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が提出した回答書及び同社人事発令簿並びに雇用保険の記録から判

断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務（昭和 33 年３月 21 日に同社Ｄ

本社から同社Ｃ支店に異動）し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 33 年４月の申立人のＡ

社Ｃ支店に係る社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立人に係る資格取得届を誤って届け出たことを認

めており、申立人の資格取得日については、事業主が昭和 33 年４月１日と

して届け出た結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月分の保険料

について納入告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



千葉国民年金 事案 2532 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年１月から平成元年１月までの国民年金保険料につい

ては、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年１月から平成元年１月まで 

    私の妻は、国民年金保険料の免除申請手続を２回行い、昭和 62 年か

ら平成元年１月まで全額免除になっており、私も 20 歳になった昭和 63

年＊月から保険料を免除されていると思っていたのに、未加入とされて

いることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻が昭和 63 年５月に国民年金保険料の免除申請手

続を行い、免除が認められていたので、申立人自身の保険料についても申

立人が 20 歳になったときから免除されていたはずだと主張するところ、

申立人が所持する年金手帳には、国民年金加入時に払い出されるべき国民

年金手帳記号番号及び国民年金被保険者となった日の記載は無く、申立人

が国民年金に加入していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続をした覚えはないと述べている上、

保険料納付及び免除申請を行う際に必要となる手帳記号番号の払出しにつ

いて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人の氏名は無く、申立人に対

して手帳記号番号が払い出されていた事情はうかがえず、申立期間は国民

年金に未加入の期間であり、保険料の免除申請を行うことはできない期間

である。 

   さらに、申立人の妻は、自分自身については免除申請を行ったことを覚

えているが、申立人の申請も合わせて行ったかは不明であると述べている

上、申立期間の保険料を免除されていたことを示す関連資料は無く、加入

手続及び保険料の免除申請をしていたことをうかがわせる周辺事情は見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと

認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2533 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年４月から 10 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から 10 年６月まで 

    私は、平成８年に自宅に来た市役所の女性に、「国民年金保険料を納

付してください。」と言われたときから国民年金に加入し、保険料は口

座振替で納付したはずなので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料を平成８年４月から口座振替で納付したと申

述しているが、申立人がＡ銀行あてに提出した「国民年金保険料預金口座

振替依頼書」によると、同口座振替依頼書の銀行受付日は 10 年６月４日

であり、保険料口座振替の開始は同年７月からと記入されている上、同銀

行における申立人の「８年４月以降の国民年金保険料口座振替実績」によ

り、最初の保険料の引落日は 10 年７月 31 日であることが確認できること

からも、申立人が８年４月から口座振替で納付したとする申立内容には信

憑
ぴょう

性は認められない。 

   また、申立人は、平成８年に自宅に来た市役所の女性に納付を勧められ、

国民年金に加入したと申述しているところ、申立人の国民年金手帳記号番

号は、前後の加入者の保険料納付日から４年７月ごろに払い出されたもの

と推認でき、申立内容と相違している。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結

果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2534 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年２月から６年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月から６年２月まで 

    私は、国民年金の加入手続の時期については覚えていないが、晴れた

日にオートバイで市役所に出かけ申立期間の国民年金保険料 30 万円台

後半から 40 万円を一括で納付した。申立期間が未納とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続の時期については覚えていないが市役所

において加入手続を行い、加入後、申立期間の国民年金保険料として 30

万円台後半から 40 万円を納付したと述べているところ、申立人が納付し

たとする保険料額は、申立期間の法定保険料額とは大きく異なっている。 

   また、申立人は、保険料を市役所の国民年金担当窓口で納付したと述べ

ているところ、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人の前後の被保険者

の納付記録から、申立人の国民年金手帳記号番号は平成６年 12 月から７

年２月の間に払い出されていることが確認できることから、申立期間の保

険料は手帳記号番号払出し時点で既に過年度保険料となる上、市役所では

当該時点以降において、過年度納付の代行を行っていなかったと回答して

おり、申立人の主張を裏付ける事情はうかがえず、申立期間の一部は時効

により納付することができない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことを示す周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2535 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年 11 月から 43 年 10 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 11 月から 43 年 10 月まで 

    私は、昭和 42 年に会社を退職し、厚生年金保険から国民年金に切り

替えた。父が自宅に集金に来ていた納税組合長に国民年金保険料を納付

したはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職後の昭和 42 年に厚生年金保険から国民年金に切

り替え、申立人の父が自宅に集金に来ていた納税組合長に国民年金保険料

を納付したと申述しているところ、町役場が保管する国民年金被保険者名

簿によると、申立人の資格取得日は、43 年 11 月１日と記載されているこ

とから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、保険料を納付するこ

とができない期間である上、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金

手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、同年９月２日ご

ろに払い出されたことが確認でき、これより以前に申立人に別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続について関与していないと申述し

ている上、申立期間の保険料を納付したとする申立人の父は既に亡くなっ

ていることから、加入手続、保険料の納付状況等が不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2536 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年３月から 57 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年３月から 57 年７月まで 

    私は、昭和 54 年３月に会社を退職する際、事務員から国民年金の加

入手続をするように言われ、市役所において任意加入の手続を行った。

その後、同年４月からＡ（職種）の仕事を始め、月に一度は仕事の途中

で市役所に立ち寄り、税金や国民年金保険料を納付してきたのに、申立

期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職後、市役所において国民年金の任意加入手続を行

い、定期的に市役所の窓口で国民年金保険料を納付してきたと主張してい

るが、申立人が所持する２冊の年金手帳には、申立期間における国民年金

の加入記録は記載されていない上、国民年金手帳記号番号払出簿検索シス

テムによる縦覧調査の結果、申立人に対し別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、申立期間は国民

年金に未加入の期間であり、保険料を納付することができない期間である。 

   また、申立人は、申立期間において仕事の途中で市役所に立ち寄り、保

険料を納付していたと申述しているが、納付状況について具体的な申述は

得られず、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2537（事案 888 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年６月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年６月から同年 12 月まで 

    私は、平成６年１月ごろＡ市役所に離職証明を持参し、国民健康保険

の加入手続を行った際、同市役所職員から申立期間は国民年金の未加入

期間であるとの指摘を受けたため、加入手続を行い、未納の国民年金保

険料を納付するために納付書の作成を依頼し、その後、社会保険事務所

（当時）で納付したのに、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人は国民年金保険料を社会保険

事務所で納付したと主張するところ、申立人の国民年金手帳記号番号の払

出しは、国民年金手帳記号番号払出簿から、平成５年 12 月以降であるこ

とが確認でき、この時点では、申立期間のうち３年 10 月から同年 12 月ま

でが納付可能であるが、納付書が発行された形跡は無く、かつ、同年６月

から同年９月までは時効により保険料を納付できない期間であり、それ以

前に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たら

ないとして、既に当委員会の決定に基づく 20 年 12 月 17 日付けで年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   しかしながら、申立人からは保険料の納付を示す新たな資料の提出は無

く、当初の申立てと同趣旨の主張であるため、委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2538 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 11 月から９年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 11 月から９年３月まで 

    私の国民年金は、平成６年 11 月ごろ母がＡ市役所において加入手続

を行い、当時、私は大学生で収入がなかったため、母が同市役所のＢ課

で国民年金保険料の免除申請をしたはずであり、申立期間が未加入とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が平成６年 11 月ごろ国民年金保険料の免除申請

を行ったと述べているところ、オンライン記録では厚生年金保険被保険者

としての加入記録しか確認できない上、申立人の母は、申立人に交付され

た年金手帳は９年４月 14 日に発行された青色の年金手帳１冊だけである

と回答していることから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制

度上、申立期間は保険料の免除の対象とならない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索の結果、別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間の保険料が免除されたことを示す関連資料（免除申請

書控、日記等）は無く、ほかに保険料を免除されたことをうかがわせる周

辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと

認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2539 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年 11 月から６年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 11 月から６年３月まで 

    私は、申立期間当時は学生であり、両親から「20 歳を過ぎたので国

民年金に加入して、国民年金保険料を納付しておくから。」と言われた

ことを記憶しており、再度、両親に確認したところ、弟の保険料も納付

しているのだから私の保険料も間違いなく納付していると言っているの

で、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳には、国民年金手帳記号番号の記載は無いが、

平成 10 年４月１日に国民年金の被保険者資格を取得した記載があること

から、基礎年金番号導入後に加入手続を行ったことが推認でき、オンライ

ン記録と一致していることから、申立期間は国民年金に未加入の期間であ

り、制度上、国民年金保険料の納付はできない期間である上、申立人に申

立期間の保険料納付の前提となる別の手帳記号番号が払い出されたことは

確認できない。 

   また、申立人自身は保険料の納付に関与しておらず、申立人の加入手続

及び保険料の納付を行ったとする申立人の父は、申立期間に係る納付場所

及び納付金額についての記憶が曖昧
あいまい

であることから、申立期間の保険料の

納付状況が不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2540 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10 年５月から 11 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年５月から 11 年３月まで 

    私は、平成 10 年５月 12 日にＡ区役所Ｂ出張所へ行き、国民健康保険

と国民年金の加入手続を行い、その際収入が大幅に減少し、国民年金保

険料の納付が困難であると相談したが、保険料の免除対象とはならず、

後日納付書が自宅に郵送されてきた。そこで同年５月 19 日の午前に、

出勤前に保険料を納付したにも関わらず、免除とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 10 年５月 12 日にＡ区役所Ｂ出張所において国民健康保

険と国民年金の加入手続を行い、その際、収入が大幅に減少したため、国

民年金保険料の納付が困難であると相談したが、保険料の免除対象とはな

らなかったため、後日郵送されてきた納付書で同年５月 19 日の午前中に、

同区役所本庁舎で申立期間の保険料を一括納付したと主張しているが、同

区役所は、申立期間当時、出張所では保険料の免除申請手続はできなかっ

たと回答していること、及び申立人が関連資料として提出しているスケジ

ュール帳には、同年５月 12 日の欄に「区役所（出張所） 保険証届 年

金届」及び同年５月 19 日の欄に「区役所 年金届 保険料払込」と記載

されていることから、申立人はオンライン記録のとおり、同年５月 19 日

に同区役所本庁舎で国民年金保険料の免除申請及び国民健康保険料の手続

を行ったと推認できる。 

   また、申立人は、上記スケジュール帳の「保険料払込」の記載について、

平成 10 年５月９日に 10 万円の出金記録のある銀行の預金通帳を資料とし

て提出し、申立期間の保険料を手持ち現金５万円と合わせて納付したと主



張しているところ、申立人が保険料の納付が困難であることを相談する前

にあらかじめ一括で納付する額を準備していたことになり不自然である上、

同預金通帳に同年６月 30 日にＡ区から初めて国民健康保険料が口座振替

されているところ、同区では国民健康保険料の口座振替は月末に当月分を

振り替えていたと回答していることから、申立人は同年５月に国民健康保

険料の納付に係る口座振替手続等を行ったことがうかがえる。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2541 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年４月から８年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年４月から８年３月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料については、当時アルバイトで勤

務していたＡ事業所（Ｂ社）で給与から控除されていた。申立期間の２

年間、私は学生だったが確かに保険料を納付していたので、未加入とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料については、勤務していたＡ事業

所で給与から控除され納付しており、Ａ事業所はその後閉鎖したが、Ｃ事

業所が事業を継承していると主張しているが、Ｃ事業所は、「Ａ事業所と

は全く関係が無い会社である。」と回答しており、申立期間当時の納付状

況等は不明である。 

また、申立人の所持する年金手帳は平成８年４月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得した際に交付されたもので、国民年金手帳記号番号及

び国民年金被保険者の資格取得の記載は無く、オンライン記録に国民年金

記録が無いことと一致することから、申立期間は国民年金に未加入の期間

であり、制度上、保険料を納付することはできない期間である。 

さらに、オンラインシステムによる氏名検索の結果、申立人に申立期間

の保険料納付の前提となる別の手帳記号番号が払い出されたことは確認で

きない。 

加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（給与明

細書、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2542 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年１月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から 61 年３月 

    私は、60 歳になった時点で、Ａ区役所の担当者から、あと３年間は

任意加入できると聞いて、国民年金保険料を３年分まとめて納付したの

に、60 歳以降の国民年金の加入期間が 21 か月とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する国民年金手帳には、昭和 46 年５月１日に国民年金被

保険者資格を任意で取得し、60 歳で資格を喪失した後、再度、被保険者

資格を任意で取得した日は 61 年４月５日と記載されており、オンライン

記録及び年度別納付状況リストと一致することから、申立期間は国民年金

に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできな

い期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料納付

の前提となる別の手帳記号番号が払い出されたことは確認できない。 

   さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情は見当たらない。  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2543 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年６月から６年３月までの期間及び 12 年４月から 14 年

２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年６月から６年３月まで 

             ② 平成 12 年４月から 14 年２月まで 

    私は、Ａ社を退社後、Ｂ社に入社するまでの平成５年６月から６年３

月までの期間については、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納

付を当時の妻に指示したことをはっきり覚えており、未加入期間とされ

ていることに納得できない。また、12 年４月から 14 年２月までの期間

については、保険料の免除申請を行ったことは無く、保険料を納付して

いたのに免除期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、オンラインシステムによる氏名検索及び国民

年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に

国民年金手帳記号番号が払い出されたことは確認できないことから、申

立期間①は国民年金に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料の

納付はできない。 

    また、申立人は保険料納付に関与しておらず、申立人の国民年金の加

入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の元妻の連絡先が不明の

ため、申立期間当時の申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付状

況は確認することができない上、申立期間①に係る申立人の元妻は未納

期間である。 

    さらに、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 



 

  ２ 申立期間②については、申立人は、申立人自身が保険料の納付を行い、

保険料の免除申請手続を行ったことは無いと主張するが、Ｃ市の国民年

金被保険者名簿によれば、平成 12 年４月から 13 年３月までの期間及び

同年４月から 14 年２月までの期間の保険料免除記録があり、オンライ

ン記録とも一致する。 

    また、申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的

に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2544 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年５月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年５月から同年９月まで 

    私は、勤務していたＡ社が廃業になり、その元請会社から厚生年金保

険被保険者の資格を喪失すると聞いたが、しばらく国民年金には加入し

ていなかった。その後、Ｂ県Ｃ市から国民年金の加入勧奨が頻繁にあり、

加入手続を行った。その際、未納期間をなくすために、市の職員の勧め

に従って、過去にさかのぼって保険料を納付したはずなのに、申立期間

が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、勤務先が廃業したことにより厚生年金保険被保険者の資格を

喪失した後、Ｃ市から国民年金の加入勧奨を受け、加入手続を行ったと述

べているところ、申立人が現在所持する再発行の年金手帳には、初めて国

民年金の被保険者となった日が昭和 56 年 10 月 27 日と記載されている上、

Ｃ市が保管する国民年金被保険者名簿及び特殊台帳においても同日に資格

を取得したことが記載されており、申立期間は未加入期間である。 

   また、国民年金被保険者名簿及び特殊台帳の納付記録欄には、昭和 56

年９月以前について「納付不要」及び「記録不要」と押印されていること

から、申立期間に係る国民年金保険料の納付書が発行されたとは考え難い。 

   さらに、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結

果、申立期間の保険料を納付する前提となる別の手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2545 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年５月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年５月から 50 年３月まで 

    私は、いつごろかは覚えていないが、Ａ市で国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料は、毎月自宅に来ていたＢ銀行Ｃ支店の

集金人に納付していたはずであり、未納とされていることは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日から、

申立人は、昭和 50 年 11 月ごろに国民年金の加入手続を行ったと推認でき、

その時点では、申立期間の国民年金保険料は第２回特例納付によらなけれ

ば納付することはできないが、申立人は申立期間の保険料を一括で納付し

た記憶は無いと申述している。 

   また、申立人は、申立期間の保険料を自宅に来ていた集金人に定期的に

納付していたと主張しているが、申立期間当時に保険料を納付する前提と

なる別の手帳記号番号がＡ市において払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   さらに、国民年金の加入時期、保険料の納付金額、納付方法についての

申立人の記憶が明確ではなく、保険料の納付状況等が不明である上、申立

期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2546 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年７月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年７月から 53 年３月まで 

    申立期間については、親に勧められて昭和 47 年７月にＡ市役所にお

いて国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料はＢ郵便局やＣ銀行Ｄ

支店で納付していたのに未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、厚生年金保険被保険者の資格を喪失した昭和 47 年７月に、

国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記

号番号は 53 年７月にＥ社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出された

1,000 件の番号のうちの一つであり、申立人の手帳記号番号の前後の任意

加入者の資格取得日から同年８月に国民年金の加入手続を行ったものと推

認でき、この時点で、厚生年金保険被保険者の資格を喪失した 47 年７月

にさかのぼって国民年金の被保険者資格を強制で取得していることが確認

できる。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらず、申立人が加入手続を行

った昭和 53 年８月の時点で、申立期間の大半は時効により国民年金保険

料を納付することはできない。 

   さらに、申立期間以前にも国民年金の未加入期間があり、申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2547 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年６月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月から 41 年３月まで 

    私は、昭和 37 年６月にＡ市Ｂ支所において国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付したのに、申立期間が未加入とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   特殊台帳の記録から、申立人は、昭和 41 年４月 28 日にＡ市で初めて国

民年金に任意加入し、国民年金手帳記号番号が払い出されていることが確

認でき、この時点では国民年金の被保険者資格を 37 年６月までさかのぼ

って取得することはできないため、申立期間は国民年金の未加入期間であ

り、国民年金保険料を納付することはできない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人の氏名は無く、Ｃ県内に

おいて別の手帳記号番号が払い出された事情はうかがえない。 

   さらに、縦覧調査の際、Ｄ区において生年月日が同一であり、申立人と

類似する氏名の手帳記号番号の払出しが確認されたが、申立人に確認した

ところ、申立人はＤ区に居住したことはないと述べている上、当該番号に

は保険料納付の記録は無い。 

   加えて、特殊台帳により、昭和 41 年４月から同年９月までの保険料を

同年９月１日に納付していること、及び同年３月の欄に「この月まで納付

不要」の押印がされていることを確認できる上、申立期間に係る保険料の

納付について、申立人の記憶は不鮮明であり、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2548 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年５月から 43 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年５月から 43 年 11 月まで 

    申立期間については、結婚前に父から婚姻届を出すときに必ず国民年

金に加入するよう厳しく言われていたので、昭和 42 年５月＊日にＡ区

のＢ支所に婚姻届を出しに行ったとき、同時に国民年金の加入手続を行

い、その後、夫の毎月 25 日の給料日直後にＢ支所において国民年金保

険料を納付していたのに、社会保険庁（当時）の記録では加入したのは

43 年 12 月とされ、申立期間が未加入期間とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年５月＊日に、国民年金の加入手続を行ったと主張

しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は 43 年 10 月 21 日にＣ社会

保険事務所（当時）からＡ区に払い出された 200 件の手帳記号番号のうち

の一つで、前後の任意加入者の資格取得日から同年 12 月に国民年金の加

入手続を行ったものと推認できる。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿の申立人の住所はＤ（住所）と記載

されている上、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号

番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらず、申立期間は

国民年金に未加入期間であるため、制度上、国民年金保険料を納付するこ

とはできない期間である。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2549 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 12 月から 46 年１月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 12 月から 46 年１月まで 

    私は、仕事でＡ県に住んでいるときに 20 歳になったので、Ｂ県Ｃ市

で実家の両親が国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行って

いたはずなのに、申立期間の保険料が未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と同様に、住民票はＣ市のままで、Ａ県に居住していた申立人の

姉は、自分の国民年金の加入手続は両親が行ったと思うと述べ、国民年金

手帳記号番号もＤ社会保険事務所（当時）からＣ市に払い出されているが、

20 歳になった昭和 42 年＊月から 46 年３月までの期間の国民年金保険料

が未納である。 

   また、申立人の所持する昭和 45 年３月 31 日発行の国民年金手帳には、

申立期間に係る昭和 44 年度及び 45 年度の検認記録欄に検認印は無く、昭

和 46 年６月 30 日付けでＣ市Ｅ支所の割印が押されている上、印紙検認台

紙が切り取られていることから、申立人は申立期間の保険料を納付してい

たと主張するところ、規則上、印紙検認台紙の切取りは未納の場合でも行

う処理であり、申立期間の保険料を納付したことを裏付けるものとはいえ

ない。 

   さらに、申立人は亡くなった両親が国民年金の加入手続及び保険料の納

付をしてくれていたと述べ、申立人本人は関与しておらず、当時の加入手

続、保険料の納付状況等が不明である上、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2550 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年７月から 59 年２月までの期間及び同年９月から 61

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年７月から 59 年２月まで 

             ② 昭和 59 年９月から 61 年３月まで 

    私は、年金は老後の生活を支える大切なものと考えて、夫婦共にきち

んと納付してきた。加入期間に空白は無いと自覚しており、申立期間に

ついて未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の手続は適切に行い、国民年金保険料を納付してき

たと主張しているが、申立人の所持する国民年金手帳に記載された資格記

録から申立期間に係る国民年金の加入手続を行ったことは確認できない上、

同資格記録はＡ町が保管する国民年金被保険者名簿と一致することから、

申立期間は国民年金の未加入期間であり、保険料を納付することができな

い期間である。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、

申立期間について、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 2070 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月１日から 28 年４月１日まで 

    私は、ほかの事業所に勤務していた兄の紹介で、昭和 26 年４月１日

からＡ事業所に勤務し、その後、28 年４月１日にＢ社Ａ事業所となり、

平成元年９月末に退職するまで、同社及び関連会社に勤務したが、申立

期間の厚生年金保険の記録が欠落しているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚の証言により、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務してい

たことは推認できる。 

   しかし、申立人が勤務したＡ事業所は、Ｃ社の事業所として昭和 19 年

６月１日に適用事業所となり、その後、一旦、厚生年金保険の適用事業所

ではなくなった後、28 年４月１日にＢ社Ａ事業所として再度適用事業所

となっており、申立期間は、当該事業所が再度適用事業所になる前の期間

である。 

   また、元同僚は、「昭和 26 年４月に申立人と同期入社であった。」と

供述しているところ、オンライン記録によると、申立人と同日の 28 年４

月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している。 

   さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

Ｃ社Ａ事業所で被保険者資格を昭和 22 年５月 24 日に喪失し、Ｂ社Ａ事業

所で被保険者資格を 28 年４月 1 日に再取得している者が 12 名確認できる

ところ、被保険者資格を喪失後、ほかの事業所に転勤している１名を除く

11 名は、申立期間を含み、Ｂ社Ａ事業所が適用事業所になるまでの間は

厚生年金保険の被保険者資格を確認できない。 

   加えて、申立期間当時の記録を管理しているＤ企業年金基金は、「申立



人に係る記録は確認できない。」と回答している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2071 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 12月１日から 37年２月 21日まで 

             ② 昭和 37 年４月 16 日から 38 年４月 26 日まで 

             ③ 昭和 39 年４月６日から同年７月６日まで 

    私は、昭和 35 年から 38 年ごろまでＡ（勤務形態）として、春から秋

はＢ県Ｃ市及びＤ町（現在は、Ｅ市）でＦ（職種）として働き、冬には

Ｇ県Ｈ市にあったＩ社で正社員としてＪ（作業）の仕事をしており、申

立期間①及び②にはＩ社に勤務していた。また、39 年４月から同年 12

月まではＫ県Ｌ市ＭにあったＮ社（現在は、Ｏ社）Ｐ工場でＱ（作業）

の仕事をしていた。 

    申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び②については、Ｉ社が保管する健康保険厚生年金保険

被保険者台帳により、申立人は、昭和 35 年 12 月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得し、36 年２月 21 日に資格を喪失した後、38 年４月

16 日に資格を再取得し、39 年４月 26 日に資格を喪失していることが確

認でき、当該事業所が保管する社員名簿においても、同様の記載が確認

できる上、いずれの記録もオンライン記録と一致する。 

    また、申立人が元上司及び元同僚として氏名を挙げた者は、個人を特

定することができないことから元同僚等へ調査を行うことができず、申

立人の勤務実態について確認することができない。 

    さらに、オンライン記録により、申立人は、申立期間①及び②を含む

昭和 36 年４月から 38 年３月まで国民年金保険料の申請免除を受けてい



ることが確認できる。 

    このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間③については、申立人が元同僚として氏名を挙げた１名は、

姓のみの記憶で、個人を特定することができない上、Ｎ社Ｐ工場の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間に被保険者資格を取得

している者 20 名を調査したが、連絡が取れた４名は、いずれも申立人

を知らないと供述しており、申立期間当時の申立人の勤務実態を確認す

ることができない。 

    また、Ｏ社人事部門は、「申立人の在職については資料が無いので確

認できない。申立期間に申立人の資格取得届を提出したか否かは不明で

ある。」と回答している。 

    さらに、申立人は、申立期間③のうち、昭和 39 年４月から同年６月

まで国民年金に加入し、国民年金保険料の申請免除を受けていることが

オンライン記録により確認できる。 

    このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2072 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年５月 31 日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 50 年４月から同年 11 月末までＡ社に勤務し、複数の同僚

と一緒にＢ社に転職した。申立期間はＡ社に勤務し、給与から厚生年金

保険料を控除されていたので、厚生年金保険の記録が欠落していること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚の証言により、申立人が申立期間中の昭和 50 年秋ごろにＡ社か

らＢ社に転職するまでの間、Ａ社に継続して勤務していたことは推認でき

る。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 50 年５月 31 日に厚生

年金保険の適用事業所でなくなっている上、申立人が転職したＢ社は、同

年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間はいず

れの事業所においても適用事業所ではない。 

   また、申立人がＡ社で一緒に勤務していたとして氏名を挙げた元同僚８

名のうち、上記元同僚以外に申立人を記憶している者が１名いたが、勤務

期間については記憶が無く、申立人の勤務期間を特定することができない。 

   さらに、オンライン記録によると、申立人が一緒にＢ社に転職した元同

僚として氏名を挙げた者４名も、申立人と同じく申立期間の厚生年金保険

の被保険者記録が無い。 

   加えて、当該事業所の事業主は、「申立期間当時の関係資料は廃棄し

た。」と回答している上、ほかに申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2073 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年８月 10 日から 40 年４月 17 日まで 

             ② 昭和 40 年８月 21 日から 41 年３月８日まで 

    私は、Ａ（免許）を取得し、正社員のＢ（職種）として、昭和 39 年

８月にＣ社に入社し、40 年４月まで勤務した。その後、昭和 40 年８月

にＤ社に入社し、41 年３月まで勤めた。 

    上記２事業所について、厚生年金保険の加入記録が無いことは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、雇用保険の加入記録及びＣ社の当時の総務担

当者の証言により、申立人が、申立期間にＣ社に勤務していたことは確

認できる。 

    しかし、Ｃ社の担当者（常務取締役）は、「当時の関係資料が無く、

申立期間における厚生年金保険の届出及び保険料控除については不明で

ある。」と回答しており、申立期間当時の勤務実態は不明である。 

    また、申立人が氏名を挙げた元同僚７名に照会したところ、うち４名

から回答があり、そのうちの１名は申立人のことを記憶していたが、厚

生年金保険の控除について具体的な証言を得ることはできない。 

    さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立

人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、雇用保険の加入記録により、申立人が申立期



間にＤ社に勤務していたことは確認できる。 

    しかし、Ｄ社の経理担当者は、「当時の関係資料は保存していな

い。」と回答しており、申立期間当時の勤務実態は不明である。 

    また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間に資格を取得した者８名に対し、申立人の勤務実態について照会し

たところ、２名から回答を得たが、そのうちの１名は、「同社では、当

時、入社して１年程度、厚生年金保険に加入しない期間があった。」と

供述しており、別の１名は、「同社に本採用になってから１年半位、厚

生年金保険に加入していない期間がある。」と供述している。 

    これらのことから判断すると、Ｄ社は、従業員を入社と同時に厚生年

金保険に加入させる取扱いではなく、一定期間経過後、加入させていた

と考えられる。 

    さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の

氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2074 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年６月１日から 48 年 12 月１日まで 

             ② 昭和 48 年 12 月１日から 57 年４月１日まで 

    私は、申立期間①については、Ａ社にアルバイトとして入社し、Ｂ

（職種）をしていた。入社後に、厚生年金保険に入らないといけないと

言われた記憶があり、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずで

あるから、記録を訂正してほしい。 

    申立期間②については、Ｃ社にアルバイトとして入社し、Ｄ（作業）

を行った。給与から厚生年金保険料が控除されていた記憶があるので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ社は、「申立期間に、申立人は、Ａ社に在

籍していない。念のため、親会社であるＥ社の社員記録も確認したが、

申立人の氏名は無かった。また、当社の申立期間当時のアルバイトの厚

生年金保険の加入状況については、不明である。」と回答している。 

    また、申立人は、当時の元同僚の氏名を記憶していないことから、元

同僚へ調査を行うことができず、申立期間①当時の申立人の勤務実態を

確認することができない。 

    加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立

期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、複数の元同僚の氏名及び当時の仕



事内容を明確に記憶していることから、Ｃ社に勤務していたことは推認

できる。 

    しかし、申立人は、「同社にアルバイトとして入社し、厚生年金保険

料を給与から控除されていた。」と主張しているが、申立人が氏名を挙

げた元同僚２名は、いずれも「申立人を知らない。」と証言している上、

そのうち１名は、「アルバイトは、厚生年金保険に加入していなかっ

た。」と証言している。 

    また、申立人は、「私と同じアルバイトであった元同僚が６名から７

名いた。」と供述しているが、氏名を正確に記憶していない上、当該事

業所の事業主に照会しても、回答が得られず、申立期間②当時の勤務実

態は不明である。 

    さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立

期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これら事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2075 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月 28 日から同年５月 21 日まで 

    私は、事業主に誘われて、平成９年３月 28 日にＡ市にあるＢ社に入

社し、Ｃ（職種）を行い、その後、Ｄ社に異動し、11 年６月まで勤務

したが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落しているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主の回答により、申立人は、申立期間にＢ社に勤務していたことは

確認できる。 

   しかし、当該事業主は、「申立人は、平成９年３月 28 日に当社に入社

し、試用期間を経て、同年５月 21 日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得した。」と回答している。 

   また、当該事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取

得届の写しにより、当該事業所は、申立人の資格取得日を平成９年５月

21 日として、社会保険事務所（当時）に届け出ていることが確認するこ

とができ、オンライン記録と一致する。 

   さらに、事業主は、「厚生年金保険料は翌月控除であった。」と回答し

ているところ、当該事業所から提出された申立人に係る賃金台帳により、

申立人は、資格を取得した翌月の平成９年６月分給与から厚生年金保険料

を控除されていることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2076 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年２月８日から 47 年８月１日まで 

    私は、昭和 47 年７月 31 日までＡ社に勤務したが、同社での厚生年金

保険の加入記録は 46 年２月８日までとなっている。納得できないので、

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は、昭和 44 年２月 10 日から 47 年

７月 31 日までＡ社に勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の資格喪

失日が昭和 46 年２月８日と記載されている上、申立期間に資格を取得し

ている被保険者を縦覧しても、申立人の氏名は無く、健康保険証の整理番

号に欠番は無い。 

   また、申立人は、「昭和 46 年２月ごろ、それまでの派遣社員の立場か

ら新たにできた部門を任される立場に変わった。」と供述しており、厚生

年金保険の被保険者資格の喪失時期において勤務形態及び業務内容に変更

があったことがうかがえる。 

   さらに、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

事業主も既に亡くなっており、賃金台帳等の関連資料の所在は不明である

ことから、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況について確

認できない。 

   加えて、申立人の元上司は、「申立人が辞めたのは昭和 47 年ごろだっ

たと思うが、経理を担当していたのではないので、申立人がいつまで厚生

年金保険に加入していたのかは分からない。」と供述している上、元経理

担当者は、「社会保険関係の届出にもかかわっていたが、40 年近く前の



ことなので、個々の届出の内容については覚えていない。」と供述してお

り、事業主以外の関係者からも、申立人が申立期間において厚生年金保険

に加入していたことを推認できるまでの証言は得られない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2077 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年１月から 37 年１月まで 

    私の夫は、昭和 20 年１月から 37 年１月まで、Ａ社に勤務していたが、

年金記録は空白となっているので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社本社事業部門は、「正社員の申立期間に係る記録は、本支店ごとに

紙媒体で保存していることから、退職時の勤務地及び退職年月日が分から

ないと確認できない。」と回答している。 

   また、Ｂ国民健康保険組合は、「当時の所属支店名と退職年月日が分か

らないと確認できない。」と回答しているところ、申立人は既に亡くなっ

ており、申立人の申立期間当時の勤務実態を確認することができない。 

   さらに、申立人の当時の元同僚も確認することができないことから、聞

き取り調査も行うことができない。 

   加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に

申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い上、ほかに申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2078 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年５月１日から 32 年５月１日まで 

    私は、昭和 28 年５月１日から 32 年４月 30 日までＡ社に勤務し、給

与から厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間を被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   当時の事業主の親族の証言により、勤務期間を特定することはできない

ものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録により、当該事業所は、厚生年金保険の適用事

業所であったことが確認できない。 

   また、当時の事業主は既に亡くなっており、申立人が挙げている元同僚

は名字のみの記憶であることから、個人を特定することができず、元同僚

等への聞き取り調査を行うことができないことから、申立期間当時の申立

人の勤務実態を確認することができない。 

   さらに、所在地を管轄する法務局に当該事業所の商業登記は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2079 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年３月１日から同年４月１日まで 

             ② 昭和 20 年 11 月１日から 21 年３月 10 日まで 

    私は、昭和 19 年３月１日から 62 年９月１日までＡ社に継続して勤務

し、厚生年金保険に加入して厚生年金保険料が給与から控除されていた

ものと思っていたが、申立期間における年金記録が欠落していることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ社の退職金支給明細書及び昭和 62 年分退

職所得の源泉徴収票により、申立人が当該事業所に勤務していたことは

確認できる。 

    しかし、申立人が氏名を挙げた元同僚で所在が判明した４名に申立人

の当時の状況を照会したところ、２名から回答が得られ、そのうちの１

名は、申立人のことを記憶しているものの、申立期間後の入社のため、

申立人の勤務期間を特定することができない。 

    また、申立人の当該事業所における厚生年金保険被保険者証（昭和

33 年 10 月１日再交付）の被保険者台帳の記号番号に係る年金手帳番号

払出簿により、申立人が同記号番号の払出しを受けて 19 年４月１日に

被保険者資格を取得していることが確認できる。 

    さらに、オンライン記録により、申立人が記憶している当時の元同僚

は、昭和 21 年４月に入社しているが、厚生年金保険の資格取得日は同

年５月１日となっていることが確認できる。 

    加えて、当該事業所は既に適用事業所でなくなっており、当時の事業

主は、所在が不明であることから、申立期間①当時の申立人の勤務実態



を確認することができない上、ほかに申立人の申立期間①における厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

 

  ２ 申立期間②については、Ａ社の退職金支給明細書により、勤続年数は

43 年３か月となっており、申立人は昭和 19 年に入社後、当該事業所に

継続して勤務していたことは確認できる。 

    しかし、当該事業所において申立人と同様に昭和 20 年 11 月１日に資

格を喪失し、その後、再取得した記録のある元同僚８名に申立人の当時

の状況を照会したところ、１名から回答が得られ、その１名は、「申立

期間は、敗戦で会社が操業停止になり、仕事が無くなったので従業員が

いなくなった。私は操業が再開されたので再就職という形で呼び戻され

た。この間、年金記録が無いことはやむを得ない。」と供述している。 

    また、前述のとおり、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、当時の事業主は所在が不明であることから、申立期間

②当時の申立人の勤務実態を確認することができない。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2080 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 10 月 17 日から 44 年７月３日まで 

    私は、41 年前のことで資料も無いが、前職のＡ社Ｂ工場が倒産した

ため、Ｃ公共職業安定所を通じてＤ事業所に入社し、Ｅ（作業）をして

いた。Ｄ事業所に入社後、９か月間、厚生年金保険被保険者の期間とな

っていないので再調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された、申立期間中の昭和 44 年４月の社員旅行の写真

により、申立人が申立期間当時、Ｄ事業所に勤務していたことは推認でき

る。 

   しかし、申立人は当時の同僚を記憶していないことから、オンライン記

録により、当該事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格を有する者に申

立人の当時の状況について照会し、３名から回答を得たが、勤務期間を特

定できる証言は得られない上、このうち１名は、「Ｆ（職種）及びＧ（作

業）については、主に正社員が担当していたが、申立人が所属していたＥ

（作業）については、正社員のほかにパートタイマーもいた。」と供述し

ているところ、申立人自身も、「申立期間当時、パートタイマーだったか

もしれない。」と供述している。 

   また、上記元同僚は、「パートタイマーには見習い期間があった。」と

供述している。 

   さらに、当時の事業主は既に亡くなっており、事業を引き継いだ元事業

主は、「当該事業所を廃業し、当時の関連資料は廃棄した。」と回答して

いることから、申立人の勤務実態を確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2081 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年 10 月 15 日から 32 年 11 月１日まで 

    昭和 25 年４月から 32 年 10 月までＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務して

いたときの厚生年金保険の被保険者記録が無かったが、事業所が新規適

用事業所となった後の 30 年９月１日から同年 10 月 15 日までの被保険

者記録が見つかった。それ以降も勤務していたので、申立期間の厚生年

金保険の記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が氏名を挙げた元同僚は所在が不明であることから、Ａ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、被保険者資格を有する者のう

ち、所在の判明した４名に申立人の勤務実態及び当時の状況を照会したと

ころ、３名から回答を得たが、申立人の勤務期間について具体的な証言を

得ることができない。 

   また、上記３名のうちの１名は、「申立期間当時、正社員は少なく、ほ

とんどの従業員が臨時で働いていた。健康保険及び厚生年金保険について

は会社から加入するかどうかの打診があり、自分は入ることにした。」と

供述している。 

   さらに、Ｂ社は、「申立期間当時の関係資料は無い。」と回答しており、

「Ｃ（作業）をしていた人たちは、当社を退職した後で独立している場合

が多く、会社を退職した後でも、下請けとして当社の仕事を請け負ってい

る場合もある。」と供述している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2082 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月 17 日から 44 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 45 年２月 26 日から 47 年２月 29 日まで 

    私は、脱退手当金を受給しなければ、将来年金として支給されるので

受給しない方が良い、と会社の友人からアドバイスを受け、そのように

決めていた。このときのことをはっきりと記憶している上、脱退手当金

を受給した記憶が無いので脱退手当金を受給したと記録されていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の脱退手当金は、支給されるまでのすべての事業所の厚生年金保

険被保険者期間を基礎として計算されており、支給額に計算上の誤りはな

く、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味

する「脱」の表示が記されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

   また、申立人に申立内容を確認しても、脱退手当金の申請及び受給した

記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2083 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年６月 30 日から同年 12 月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 27 年２月に入社し、30 年７月に退社するまで継続

して勤務しており、給与から厚生年金保険料を控除されていたと思う。

27 年６月 30 日から同年 12 月１日までが、厚生年金保険の被保険者期

間とされていないことは納得できないので、記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が氏名を挙げた元同僚４名のうち、１名は既に亡くなっており、

残りの３名は所在が不明であることから、Ａ社の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において、被保険者資格を有する複数の元同僚に申立人の勤務

実態について照会したところ、３名から回答を得たが、申立人を記憶して

いる者は無く、申立人の勤務実態について確認することができない。 

   また、上記３名のうち１名は、「Ａ社には若い人が何人もいて、社員同

士が喧嘩
け ん か

をして会社を辞めてしまったが、行くところが無くて、また会社

に戻ってきたということがあった。」と供述している。 

   さらに、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、当時の事業主は既に亡くなっている上、賃金台帳等の関係資料の所在

も不明であることから、申立期間当時の雇用実態は不明である。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2084 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年４月１日から 29 年３月 31 日まで 

    昭和 24 年４月からＡ事務所Ｂ課Ｃ（職種）として勤務し、給与から

厚生年金保険料を控除されていたので申立期間の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事務所の上部機関は、「申立期間当時、厚生年金保険の加入対象とな

っていたのはＤ部門、Ｅ部門等の現業職員であり、Ａ事務所でＣ（職種）

をしていたとする申立人は対象外であったと思われる。」と回答している。 

   また、Ａ事務所は、オンライン記録において申立期間当時の厚生年金保

険の適用事業所として確認できない。 

   さらに、Ａ事務所の上部機関は、「申立人及び申立人が氏名を挙げた元

同僚４人について、人事記録及び退職者名簿に氏名は無い。」と回答して

いることから、申立人の申立期間に係る勤務実態を確認することができな

い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2085 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月１日から 43 年６月 19 日まで 

    私は、昭和 38 年 10 月から 43 年６月までＡ社にＢ（職種）として勤

務していたが、その期間が厚生年金保険の被保険者期間とされていない

ので、調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、元同僚の妻及びＡ社の元請会社の元社員の供述により、勤務

期間は特定できないものの、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所の事業主は既に亡くなっており、賃金台帳等の関係

資料の存在が不明であることから、申立期間当時の雇用実態は不明である。 

   また、申立人の記憶している元同僚は既に亡くなっていることから、当

該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、被保険者資格を有

する複数の元同僚に申立人の勤務実態について照会したが、申立人を覚え

ている者は無く、申立期間当時の勤務実態について調査することはできな

い。 

   さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に

おいて申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2086 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年７月 31 日から同年８月 17 日まで 

    私は、昭和 49 年 12 月にＡ社に入社し、同社が倒産した平成 10 年８

月 17 日まで継続して勤務していた。同年７月分の給与は支給されなか

ったが、社長から社会保険の手続だけはしておくと言われたので、申立

期間が厚生年金保険に未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間について、Ａ社において継続して勤務してい

た。」と主張している。 

   しかしながら、オンライン記録により、当該事業所は平成 10 年７月 31

日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間において当該

事業所は適用事業所でなかったことが確認できる。 

   また、オンライン記録により、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所

でなくなった日に資格を喪失している７名のうち、複数名の元同僚に厚生

年金保険料の控除について照会したが、具体的な証言を得ることはできず、

申立人の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、当時の事業主は既に亡くなっていることから、申立人の申立期

間における厚生年金保険の加入状況等について証言を得ることができない。 

   加えて、申立人は、当該事業所が適用事業所でなくなった日に厚生年金

保険の被保険者資格を喪失しているが、オンライン記録において、喪失日

が遡及
そきゅう

して訂正された形跡は認められず、社会保険事務所（当時）の事務

処理に不自然な点はうかがえない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2087 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年 11 月 28 日から 38 年４月１日まで 

    私は、申立期間当時、Ａ氏の所有する船舶で漁に従事していた。当該

期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保管する船員手帳及び複数の元同僚の証言から、申立人が申立

期間において、船舶所有者Ａ氏の所有するＢ丸に乗船していたことは確認

できる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ｂ丸は、昭和 37 年 11 月 28 日に船

員保険の適用船舶としての資格を全喪していることが確認できる。 

   また、申立人が保管する国民年金手帳の申立期間に係る昭和 37 年 11 月

から 38 年３月までの期間の国民年金印紙検認記録欄に、37 年９月 12 日

及び同年 12 月 19 日付けの検認印が押されていることが確認できる。 

   さらに、オンライン記録によると、申立人が申立期間、Ａ氏所有の船舶

で一緒に漁に従事していたとしている元同僚４人全員が、申立人と同様に

船員保険の被保険者資格を昭和 37 年 11 月 28 日に喪失しており、申立期

間に船員保険の記録は確認できない。 

   加えて、申立人が保管する船員手帳によると、Ｂ丸に係る雇入年月日は

昭和 37 年８月 25 日、また、雇止年月日は 38 年４月１日と記載されてい

るが、この船員手帳の雇入契約の記録は、船員法に基づく労働契約の公認

制度であり、必ずしも船員保険の加入期間と一致するものではない上、当

該船舶所有者は既に亡くなっており、申立期間当時の船員保険の適用状況

を確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で



きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2088 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年１月 16 日から同年４月９日まで 

    私は、昭和 61 年４月１日から 63 年５月 15 日までＡ社に継続して勤

務したが、62 年１月 16 日から同年４月９日までの厚生年金保険の被保

険者記録が無いことは納得できないので調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間においてＡ社に継続して勤務していた。」と主張

している。 

   しかし、当該事業所から提出された「社員入社年月日一覧表 １」の申

立人氏名の備考欄に「退職Ｓ62.１.15」と記載されていることが確認でき、

オンライン記録と一致する。 

   また、申立人が再度、当該事業所に入社した昭和 62 年４月９日につい

ても同様に一致している。 

   さらに、Ｂ健康保険組合の照会回答によると、申立人は、申立期間の一

部である昭和 62 年３月 28 日に申立人の夫の被扶養者となっており、同年

４月 15 日に被扶養者ではなくなっていることが確認できる。 

   加えて、当該事業所の元上司及び元同僚は、「申立人が在籍していたこ

とは記憶しているが、申立期間に在籍していたかについては分からな

い。」と供述している上、当該事業所は、「当時の賃金台帳、社会保険関

係の記録は保存されていない。」と回答していることから、申立期間当時

の申立人の勤務実態を確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2089 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年４月から 55 年６月まで 

    私は申立期間、父が経営するＡ社に事務員として勤務していたので、

この期間の厚生年金保険の加入記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において被保

険者記録を有する複数の氏名を記憶していること、及び当時の同僚の証言

から、勤務時期は特定できないものの、当該事業所に勤務していたことは

推認できる。 

   しかしながら、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っており、当時の事業主も既に亡くなっているため、申立期間当時の申立

人の勤務実態について確認することができない。 

   また、当該事業所の上記被保険者名簿により、申立期間に勤務していた

元同僚７人に申立人の勤務実態について照会したところ、そのうち３人か

ら回答があり、申立人が当該事業所に勤務していたとの証言は得られたが、

申立期間に係る厚生年金保険料の控除について具体的な証言は得られない。 

   このほか、当該事業所の被保険者名簿に申立人の氏名は無く、健康保険

の整理番号に欠番は無い上、雇用保険の加入記録においても申立人が当該

事業所に勤務していた記録は無く、申立人の申立期間における勤務状況及

び厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2090 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年６月１日から 53 年１月 31 日まで 

    私は、系列会社であるＡ社、Ｂ社、Ｃ事業所の３社に勤務していた。

そのうち、Ｄ区にあるＣ事業所には昭和 51 年６月１日から 53 年１月

31 日まで勤務していたのに厚生年金保険が未加入とされているので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間について、Ｃ事業所に勤務しており厚生年金保険

に加入していた。」と主張している。 

   しかし、オンライン記録において、当該事業所は厚生年金保険の適用事

業所として確認することができない上、所在地を管轄する法務局の商業登

記においても、20 年以上前の商業登記簿は保存されておらず、申立期間

当時におけるＤ区に所在する「Ｃ事業所」という事業所の登記の記録は確

認することができない。 

   また、申立人は、「Ａ社、Ｂ社及びＣ事業所は系列会社である。」と主

張しているが、Ｂ社は、「Ａ社及びＣ事業所は、当社とは同系列の会社で

はない。」と回答しており、申立内容と相違する。 

   さらに、申立人が、元同僚として氏名を挙げた３人はいずれも亡くなっ

ており、申立人の勤務実態等について具体的な証言を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


